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概要 
Web 回答システムは，調査・試験などを電子化し，授業・校務・研究で活用されている．しかし，回答者
は Satisfice と呼ばれる時間をかけずいい加減に回答する場合がある．全質問に対する総合回答時間をもと
にして，このような無効回答を判定する場合，部分的な Satisfice を判定することは難しい．本研究では，
質問ごとの回答時間計測が可能な Web 回答システムを開発し，情報リテラシー授業における自己評価に導入
した．個別の回答時間をもとにして無効回答を判定した結果，画面構成文字数と読速度をもとに無効回答を
判定した結果と約 90%が一致する判定結果が得られた．さらに，有効回答における正規性の保存が示唆され
た．これらにより，低い処理コストで妥当性の高い無効回答の判定ができ，データサンプルに対する統計手
法の選択に与える影響が低いという利点が得られた． 
 
1. はじめに 
我が国の「教育の情報化」は，情報通信技術（ICT: 
Information and Communication Technology）を活
用して教育の質向上を目指すものである．今日の
ICT は Web システムによる実装が主流であり，文部
科学省も，学習の評価などを充実させるための ICT
活用例として，Web 回答システムを利用した自己評
価などを例示している (1)．また「2020 年代に向け
た教育の情報化」が進行する中，授業と校務の両面
で ICT の積極的活用が強調されている(2)が，情報シ
ステムを教育や業務に導入する際，新たに発生する
問題およびその改善に対する検討も重要である． 
多くの大学ではICTとしてeラーニングシステム
が導入されている．その代表的機能である Web 回答
システムは，調査・試験などを電子化し，授業・校
務・研究などで活用されている．しかし，Web 方式
のアンケート調査や自己評価では，回答者が時間を
かけずにいい加減な回答をする場合がある．このよ
うな行動は努力の最小限化（Satisfice）(3)と呼ば
れ，その判定は難しく，潜在的な不良回答として結
果の質を低下させるものである．Web 回答システム
の主な形態として，図 1 のような，1 ページに複数
の質問を表示し全回答入力後に終了ボタンを押す
連続質問表示形態があり，回答操作が簡素で低スト
レスという利点がある．一般的に Web サーバには回
答全体の開始と終了の時刻が記録され，それらの差
分から所要時間（総合回答時間）を算出できる．
Satisficeの対策として，Webリサーチ企業(4)では，
総合回答時間の短い順に一定比率を無効回答とす
ることで回答の品質向上を実施している．しかし，
例えば数問までは長めに回答時間を要し，その後い
い加減に短時間で回答してSatisficeが生じた場合
でも，総合回答時間のみでは真面目な回答と区別が
つかない（部分的 Satisfice の問題）．また，思考
時間以外の操作に要する時間が無効回答の判定精
度に影響すると考えられるが，回答作業において操
作時間を除く個々の質問の思考時間（回答思考時間）
のみ取得できるシステムは見当たらない．Web 回答
システムは，教育や研究活動を支えているが，調査
結果の品質を左右するこうした問題が懸念される． 
筆者は，先行研究において既存の Web 回答システ
ム（Moodle アンケート機能）を用いて，画面構成情
報と一般的読速度をもとに，Satisfice らしき短い
総合回答時間の回答抽出を行った (5)．これには画面
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 構成から文章判読時間や操作量を推定する処理を
要し，また部分的 Satisfice の問題に未対応であっ
た．そこで本研究ではより正確な回答思考時間がわ
かれば結果のさらなる品質向上ができると考え，多
岐選択式回答方式の連続質問表示形態において，回
答思考時間の計測が可能な Web 回答システム（図 1）
を開発した．これを情報リテラシー授業における自
己評価に導入し，その回答結果をもとに Satisfice
による無効回答の判定手法について検討した． 
 
2. 回答思考時間計測機能の設計とシステム開発 
回答思考時間の計測にあたり，回答者の代表的な
行動パターンを抽出し，それらに対応した処理を設
計した．筆者の観察によると，Web 回答システムに
よる連続質問表示形態において，自己評価の回答作
業の主な行動として次のものが挙げられる． 
(1) 質問順に回答する． 
(2) ある質問を読み飛ばして後で回答する． 
(3) 回答済みの質問に遡り，再度思考して回答選
択肢を変更する． 
(4) 回答操作を失敗し操作を繰り返す． 
(5) ブラウザのウィンドウサイズ調整やブラウザ
以外の操作など，回答以外の操作を行う． 
これら以外に，複数の質問の連続思考と一括回答
や，自己評価でも長時間かけて回答を見直すなどの
行動も可能性として考えられるが，少ないケース
（例外的回答行動）として対象から除外した．よっ
て行動(1)～(5)に対応した作業時間の計測機能を
本システム要件とし，計測時間 T（ms）を次のよう
に構成した．これらは質問ごとに計測・記録する． 
 
思考時間 Tthnk： 回答のための文章判読や思考，判
断に要した時間． 
操作時間 Top： 回答中に画面操作に要した時間． 
停止時間 Tpause： 回答作業と無関係な PC操作時間． 
 
Tthnkは，操作に関する時間を除く回答のための思
考時間として式 1のように定義する．tcurおよび tprv
は，Tの計測対象となる質問の回答選択およびその
前に回答した質問の回答選択の時刻（ms）である． 
 
Tthnk	ൌ	tcur	–	tprv	–	ሺTop	൅	Tpauseሻ    （式 1）	
 
本システムは，総合回答時間しか得られない回答
システムに比べ，Top，Tpauseを計測することで操作
に時間を費やす様々な行動があっても，実際の回答
思考時間に近い値を Tthnkに得ることができる． 
図 2 に計測処理の状態遷移を示す．Topはマウス
移動や画面スクロールなどの操作イベント（EVENT1）
およびその継続終了（TIMEOUT）を検出し，それら
の操作に要した時間となる．Tpause は本システムの
表示部以外（メニューバー，他のタブウィンドウ，
ブラウザ以外のウィンドウ，OS，etc.）に対する操
作時間であり，入力フォーカスがブラウザのウィン
ドウに出入りする操作イベント（EVENT2，EVENT3）
を検出し計測する．行動(1)(2)による様々な回答順
への対応として，選択肢を選んだ（CLICK）時点で
各計測値をその質問における計測時間 T として記
録する．また，行動(3)の「再回答」に対応するた
図 1 連続質問表示形態による本システム画面 
 
 
  図 2 ブラウザでの計測処理の状態遷移 
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 めに，回答済みの質問の場合は記録済みの Tに対し，
再計測した Tの値を加算しトータルの時間とした． 
以上の時間計測処理はブラウザ側で行う必要が
あるため，ブラウザで動作する JavaScript プログ
ラムとして開発した．質問ごとに計測した T は
CLICK 時に Web サーバに非同期で送信している．サ
ーバ側で動作するWebアプリケーションの開発には，
実行速度が高い Java を用いた．記録情報はサーバ
側のデータベースに記録させ，その際十分な計測精
度を確保するために，送信および記録時の時間デー
タの単位を 1ms とした． 
本システムでは計測精度の確保にあたり，次のよ
うに JavaScript の機能選択を検討した．まず，一
般的によく用いられる Date オブジェクトの機能で
は，ミリ秒単位で現在時刻が取得できるが，仕様に
より，(1)システムの自動時刻調整機能などの外的
な時間調整の影響を受ける．(2)生成される時刻値
は単純増加しない．などの欠点がある．これらのた
め計測時間が実時間よりも大幅に大きかったり，時
刻差が負の値であったりする問題がある．そこで本
システムでは(1)(2)が生じないPerformanceオブジ
ェクトを用いた．これは W3C 勧告候補（Candidate 
Recommendation）である High Resolution Time 
Level 2 仕様(6)によって，主なブラウザに新機能と
して実装済みである．これにより 1µs 程度の精度で
時刻値が取得でき 1msの計測精度が確保できる． 
表 1は，本システムにおける時間計測処理に用い
た JavaScript のイベント種類(7)との各種対応関係
である．ウィンドウ位置移動操作では対応するイベ
ントがないため，タイマー処理でウィンドウ位置を
ポーリングしている．また，keydown イベントを用
いることで，キー操作による回答選択にも対応して
いる．Top の計測では，操作イベントの継続発生を
検出するために，リスト 1のようなプログラム処理
を用いた．JavaScript では連続発生する操作イベン
トの総所要時間を取得できないため，イベントが発
生するたびに2行目のイベントリスナーが呼び出さ
れ，4 行目でタイマーを再設定するようにした．こ
れによりインターバル時間（50ms）経過前にイベン
トが継続発生する間，タイマーを再設定する．そし
てイベントが発生せず 50ms 経過したら 5 行目のコ
ールバック関数が呼ばれる．6 行目ではイベントの
継続発生終了とみなし，初回イベント発生時からそ
こまでの経過時間⊿tを Topに加算する（イベント継
続終了時の処理）．このとき，最後のイベント継続
発生時刻からインターバル時間経過までのイベン
トの無発生時間を加算前の⊿t から減じて計測精度
を高めている．  
 
3. システム環境と自己評価の実践 
本システムは，ブラウザ側の JavaScript プログ
ラムとサーバ側の Java プログラムが動作する Web
システムである．データベースサーバに MySQL5.7
を， Web サーバに Tomcat7.0 を用いた．運用環境と
して，サーバマシンに Windows Server 2012 R2，CPU 
リスト 1 イベント継続の検出処理 
 
表 1 ブラウザ操作に応じた JavaScript イベントと計測処理 
 
操作 JavaScript イベント種類  状態遷移イベント
Tの計測処理 
イベント発生時 イベント継続終了時
マウス移動 mousemove 
EVENT1  Top開始 Top終了 ウィンドウスクロール scroll 
ウィンドウサイズ変更 resize 
ウィンドウ位置移動 タイマー 
他ページへ遷移 beforeunload  EVENT2 Tthnk中断，Tpause開始 － 
ウィンドウフォーカス消失 blur 
ページ再表示 load  EVENT3 Tpause終了，Tthnk再開 － ウィンドウフォーカス取得 focus 
選択肢のクリック，キー操作 click，keydown CLICK Tthnk終了，質問遷移， Tthnk開始 － 
1: var timer = null; // タイマー変数
2: function eventListener() { // イベント リ スナー
3: clearTimeout(timer); // タイマー停止
4: timer = setTimeout( // タイマー開始
5: function() { // コールバッ ク関数
6: イベント 継続終了時の処理
7: },
8: インターバル時間);
9: }
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 Intel Core i5 2.8GHz，メモリ 8GB，SSD 500GB を
用いた．クライアントマシンには Windows10 ノート
PC を用い，Web ブラウザに Internet Explorer11 を
使用した．ネットワーク環境には 100BASE-TX の有
線 LAN を用いた．この環境において，同時利用者数
100 人程度の動作テストで良好な稼働を確認した． 
本システムの運用事例として，情報スキルのルー
ブリック自己評価（図 1）に本システムを導入した．
ルーブリックは行と列に評価観点と評価レベルを
配置した表を構成し学習到達度を表す記述語を評
価基準として示したものである(8)．本調査は，本学
初年次前期の情報リテラシー授業において，本学 3
学部9学科の1年生 514名に対し終講時期に実施し
た．ルーブリックの構成として，評価観点（質問）
は 30 件，記述語（選択肢）はすべて 5 者択一であ
る．また，平均質問文長は 34.0 字，平均選択肢長
は 86.9 字である．表示レイアウトは，図 1 に示し
たように垂直方向に自己評価レベルの高い順に選
択肢を配置し，フォントには視認性の良好な Noto 
Sans 体（Web フォント）16px を用いた．なお，回答
者にはブラウザ画面を最大化するよう事前に指示
した．回答者の使用ポインティングデバイスは，マ
ウスが約 78%，タッチパッドが約 19%，画面タッチ，
キーボードのみ，その他がそれぞれ 1%程度であった． 
 
4. 無効回答判定方法の検討 
ルーブリック自己評価では，選択肢の文章判読時
間を要するため，文章を読まない Satisfice 回答の
場合，回答時間が顕著に短くなると予想される．よ
って本研究では，一定の回答時間閾値との比較を無
効回答判定の基本とした．本システムの回答思考時
間計測の有用性を判断するために，次に挙げる無効
回答判定方式によって調査データを処理し結果を
比較する． 
 
方式 1： 質問ごとに構成字数と一般的読速度から
回答思考時間閾値を求め，Tthnkがそれを下
回る回答が一定数の場合，無効回答とする． 
方式 2： 質問ごとに全回答者の Tthnk の一定パーセ
ンタイル値を閾値とし，Tthnkがそれを下回
る回答が一定数の場合，無効回答とする． 
方式 3： 全質問の平均 Tthnk に対し，全回答者にお
ける一定パーセンタイル値を下回る場合，
無効回答とする． 
 
方式 1は，文章判読に要する予測時間を求め，そ
れを下回る場合はよく読まずに回答したとする考
え方によるものである．Tthnk の閾値算出にあたり，
最低でも質問文と一つの選択肢を読むことを想定
した．そこで各質問に対し，質問文長と平均選択肢
長の和および，読速度の高い大学生による判読容易
な文章に対する読速度 1000～1500 字／分（5）から閾
値を求めた．方式 2の判定法は，全回答者に一定量
の無効回答者が含まれるという考えによるもので
あり，質問ごとに全回答者における Tthnk の短い順
で一定のパーセンタイル値を閾値とした．方式 3は
質問ごとではなく，全質問の平均 Tthnk に対する一
定のパーセンタイル値とした場合である．なお方式
3 には，総合回答時間しか得られない回答システム
を想定した場合も検討したが，総合回答時間だと
Top，Tpause を含み，回答者の操作慣れや PC 操作環
境など影響の大きな要素が加わり，比較対象として
適さないため平均 Tthnkを採用した． 
表 2は，各方式を比較し判定妥当性を予想したも
のである．判定に使用する情報は本システムによっ
て自動的に得られる．方式 1のみ，質問の構成文字
数取得の分，処理コストがやや高い．判定妥当性で
は，方式 1は文章量に応じて求めた判読予想時間を
閾値決定の根拠とするため，判定妥当性は各方式の
中で最も高いと判断した．方式 3 は平均 Tthnkを用
いて無効回答を判定するため，部分的 Satisfice の
問題による誤判定の危険性が高い．また先行研究（5）
では，方式 1の類似型（画面スクロール予想時間な
ども考慮した方式）が，方式 3相当（操作時間を含
む総合回答時間を用いた方式）より判定妥当性が高
いことが示されている．それによると，無効回答除
去後における同一回答（同じ位置の選択肢を選ぶ傾
向が強い Satisfice 回答）含有率の観点から検証し
た場合，複数の調査事例による含有率のばらつきは，
方式 1相当の方が小さく安定していた．また，方式
表 2 無効回答判定方式の比較と妥当性予想 
 
方式 1 方式 2 方式 3
判定に使用する
情報 
質問ごとの	Tthnkおよび 
構成文字数 
質問ごとの Tthnk 
全質問の
平均 Tthnk
部分的 Satisfice
の問題 対応 対応 非対応 
処理コスト 高 低 低
判定妥当性 高 中 低
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 3 相当では閾値を変えてもばらつきは大きく，誤判
定の影響が大きかった．本研究では，方式 3に対し
方式2は部分的Satisficeの問題に対応している分，
誤判定の危険性は低いと考えられる．よって，方式
2の判定妥当性を方式 1と 3の間に位置付けた． 
 
5. 結果の比較分析 
本調査結果における1質問あたりの平均計測値に
対し，全回答者（n=512）の平均値（および最大値）
は Tthnk＝18.0±6.6s（39.9s），Top＝1.8±0.7s
（6.3s），Tpause＝0.1±1.2s（23.7s）であった．全
回答結果に各方式による判定を適用し，結果を比較
する．加えて，判定妥当性が高い方式 1に対し，処
理コストが低い方式 2が，どれだけ近い結果になる
かを確認する．比較にあたり，最終的な無効回答率
を各方式で統一すると共に，無効回答率を約 10%～
30%の範囲で変化させて調べた． 
表 3は，分析に用いたパラメータ設定である．無
効回答の具体的な判定は，方式 1では「読速度」に
もとづく回答思考時間閾値を下回る回答が「基準個
数」以上の場合に無効とする．その際「実際の無効
回答率」が「設定目標」に一致するよう，読速度と
基準個数を調整する．これには，なるべく均一とな
る読速度として 1300 字／分程度の値に調整した．
方式 2では，基準個数を方式 1と同じ値にして，各
質問の Tthnk に対する一定パーセンタイル値を決定
する「パーセンタイル基準」を調整した．方式 3で
は，平均 Tthnk に対するパーセンタイル基準のみ調
整した．パラメータ設定を適用した判定結果におけ
る実際の無効回答率は，正確に設定目標に等しくな
らないケース（例として無効回答 10%では実際に
10.1%となった）があるが，各方式間でなるべく同
じ値に統一されるよう調整した． 
ここで方式1と2における基準個数について補足
する.実際の回答では，前述の例外的回答行動や，
読速度の測定困難なゆらぎ要因（選択肢に含まれる
用語・表現への慣れ，システム利用の慣れ，そのと
きの回答集中度，体調，etc．）の含有が考えられる．
これらの影響を考えた場合，1 回答のみによる無効
回答判定では誤判定となる可能性が高まる．よって，
無効回答らしさの総合的判定のために，閾値および
下回った回答個数の両方を用いて判定した．無効回
答率の設定目標が小さい場合は，基準個数を上げる
ことで無効回答の判定条件を厳しくし，逆に設定目
標が大きい場合は基準個数を下げている． 
図 3 は，例として無効回答 20%における全回答と
有効回答の分布（500ms 刻み）を面グラフで重ねた
ものであり，図 4は無効回答の分布である．図 3の
有効回答分布を見ると，方式 3が閾値で一律にカッ
トされているのに対し，方式1と2は一律ではない．
これは平均 Tthnkだけで判定せず，個々の Tthnkで判
定した違いであり，部分的 Satisfice の問題に対応
した結果と捉えられる．図 4の無効回答の分布で見
た場合，方式 3 の閾値付近に大きなピークがあり，
この付近では閾値の小さな変化が無効回答判定の
偽陽性・偽陰性に大きく影響することが想像できる．  
図 5 は，方式 1 に対して，方式 2，3 にどれだけ
近い効果があるかを見るために，方式 1に対する無
効回答の回答者一致率を示したものである．例えば，
方式 2の無効回答一致率は式 2で求める． 
 
nሺ方式 1		∩	 方式 2ሻ	ൊ	nሺ方式 1ሻ   （式 2） 
 
無効回答一致率を見ると，方式 1 と 3 では約 50
～70%と低いが，方式 1と 2では約 90%と多くが一致
した．よって方式 1 と 2 の結果は近いものであり，
方式 2の判定妥当性は十分高いと考えられる．また
方式 3では，無効回答率が小さいほど，一致率が低
下する傾向がうかがえる．よって，パーセンタイル
基準を下げ無効回答数を少なく設定した場合，判定
妥当性はさらに低くなると考えられる． 
  
表 3 分析パラメータの設定 
 
設定目標 無効回答 10% 無効回答 15% 無効回答 20% 無効回答 25% 無効回答 30% 
方式 1 ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３
読速度(字/分) 1372 － － 1380 － － 1300 － － 1380 － － 1230 － －
パーセンタイル基準(%) － 6.3 10.1 － 6.6 15.0 － 7.5 20.0 － 6.6 25.1 － 7.7 30.2
基準個数 7 7 － 5 5 － 4 4 － 3 3 － 3 3 －
実際の無効回答率(%) 10.1 10.1 10.1 15.0 15.0 15.0 20.0 20.0 20.0 25.1 25.1 25.1 30.2 30.2 30.2
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(a) 方式 1                    (a) 方式 1 
   
(b) 方式 2                    (b) 方式 2 
   
(c) 方式 3                    (c) 方式 3 
  図 3 有効回答の分布（無効回答 20%）        図 4 無効回答の分布（無効回答 20%） 
 
   
 図 5 方式１に対する無効回答一致率         図 6 有効回答における正規性の検定 
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 図 6 は，各方式で得られた有効回答に対し，
Kolmogorov-Smirnov 検定による正規分布との比較
から正規性の検定を実施した際の有意確率（p 値）
を示している．方式 1と 2では，すべての無効回答
率において p>.05 と有意水準を上回り，正規分布で
あるという帰無仮説が棄却されなかった．なお，無
効回答判定前の全回答に対する検定結果は p=0.37
（>.05）となり正規分布であった．対して方式 3で
は無効回答率 15%以上で p<.05 であり正規分布でな
いことが示唆された．よって，方式 2は方式 1と近
い分布で正規性を保持しているが，方式 3では正規
性が失われることがほぼ示唆された．一般に無効回
答除去率を高めると調査結果の信頼性が高まるが，
一方で有効サンプル数の減少と正規性の変化は，調
査データとしての価値や質を変容させ，また，様々
な統計処理における手法選択にも影響を与える． 
以上の結果分析から，本システムによる質問ごと
の回答思考時間計測は，誤判定抑止および正規性保
存の点で効果的であると思われる．これには方式 1
の文章量に応じた判読予想時間にもとづく判定妥
当性が高いことを前提としている．また，今回の調
査実践で得られた回答データについて言えば，方式
1 に対し方式 2 は，処理内容がより単純で処理コス
トが低い方法でありながら，方式 1に近い判定妥当
性があると思われる．この傾向の確からしさ，およ
び方式 1と方式 2の判定妥当性の優劣について，今
後さらなる調査実践および議論を要する． 
 
6. まとめ 
本研究では，質問ごとの回答作業に対し，操作時
間を除いた回答思考時間をより正確に計測可能な
Web 回答システムを開発した．本システムを情報リ
テラシー授業でのルーブリック自己評価に適用し
た結果，無効回答判定における方式 1 および方式 2
では，一般的 Web 回答システムに対して，より妥当
性の高い無効回答判定結果が得られた．これは部分
的 Satisfice の問題への対応によって，判定妥当性
が向上したものと考えられる．また，操作時間等を
計測することによって，より正確な Tthnk が計測で
きることも判定精度の向上に有効であると思われ
る．今回の結果から，本システムは回答品質を高め
るための不良回答除去において，誤判定の抑制や正
規性の保存性という点で効果を有すると考えられ
る.今後の課題として，複数の調査事例による比較
検討を用いて傾向分析を重ねることが必要である．
さらに，多岐選択方式だけでなく文字入力を伴う回
答システムへの発展が挙げられる．文章作成しなが
ら思考する回答行動において，計測した時間が文字
入力に要したものなのか思考時間なのか，どのよう
に検出・判定するかが検討課題である． 
本研究の発展性を考えた場合，有効回答のより妥
当な抽出に加え，思考時間や操作時間から個々の回
答の質を知ることで質問および回答者に対する個
別分析にも役立つ利点がある．我が国では教育の情
報化が推進されており，教育の質と効率を高めるた
めに ICT 活用体制の整備が急務である．一方で，教
育や研究では対象をよく観察することが基本であ
るが，大学のような大人数授業でのPC利用では個々
の行動を注意深く観察することは困難な場合があ
る．このような課題に対しては，データによって
個々の対象を観察できることもICT活用法の一つに
なると思われ，Satisfice を数値化あるいは視覚化
し回答行動を評価するなどの発展も考えられる． 
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